
国際ホテル松山 

令和元年度 愛媛県官公需適格組合連絡協議会・研修会 

 

日時 令和 01年 12月 20日（金）15：30～18：30 

場所 国際ホテル松山（松山市一番町 1丁目 13） 

 

テーマ   ～官公需適格組合の先進的取組事例を学ぶ～ 

・ 神奈川県住宅保全協同組合の官公需受注の先進的な事例について 

・ 神奈川県内の官公需適格組合の先進的取組事例について 

 

講 師   全国官公需適格組合協議会  会 長  髙橋秀美 氏 

        神奈川県中小企業団体中央会  部長代理  内田 進 氏 

 

（１） 令和元年度中小企業者に関する国等の契約の基本方針 

（２） 令和元年度における防衛省の中小企業者に関する契約の方針 

（３） 令和元年度中小企業者等に対する受注機会の確保に関する推進方針 

（４） 官公需適格組合行動憲章・解説 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５） 京都宣言 

（６） 全国官公需適格組合協議会 事業イメージ 

（７） 適格協レジリエンスパートナーＰＪ報告書 

（8）   神奈川県官公需適格組合協議会 活動実績 

（9）   その他について 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．官公需適格組合は、組合員企業の経営の安定と組合の受注能力の向上に努める。 

２．官公需適格組合は、地域社会に融合し愛される組合であり続けるため、積極的な社会貢献活動を実施するととも

に、情報開示や地域社会とのコミュニケーションに努める。 

３．官公需適格組合は、官公需をはじめ、あらゆる発注に関して、適正価格での受注に努める。 

４．官公需適格組合は、地球環境問題の重要性を認識し、循環型社会の実現、ＣＯ2 排出削減等に対して十分な配慮と

対応に努める。 

５．官公需適格組合は、ＩＴ化、技術開発、品質の向上、コスト縮減など経営革新に努める。 

６．官公需適格組合は、組合員企業の雇用の確保と従業員の技術・能力の向上等を支援し、安全で働きやすい労働環

境を確保し、ゆとりと豊かさの実現に努める。 

７．官公需適格組合は、法令を遵守するものとする。               全国官公需適格組合協議会 



 
京 都 宣 言 

官公需適格組合は、地域経済を支える中心主体のひとつであることを自覚し、地域・住民・環境など

のより広い視点に立ち、地域の専業者集団として、事業を通じて地域内再投資力を強化することにより、

地域の持続的発展に寄与するとともに、外部経済環境の変化に強い地域経済の構築に努めることを、

ここに宣言する、 

一．地域視点、住民視点の官公需適格組合へ転換 

官公需適格組合は、組合員の相互扶助と資本力・技術力の向上を目的として設立された公共性の

高い組織であり、相互扶助の理念に加え、あらためて地域視点・住民視点から地域経済・社会への連

携を深める。 

二．事業を通じた地域住民・社会へ貢献 

官公需適格組合は、新技術や新工法を積極的に取り入れ、異業種との連携を図り、環境に配慮した

事業を共同事業として提案し、「官」と「民」双方の要望に応えることで、事業を通じた社会貢献活動と

同時に地域内再投資力を強化する事業展開を目指す。 

 

三．地域経済活性化、地域内再投資力強化の取組 

地域経済は、地域に根ざした中小企業により行われる日々の経済活動によって成り立っている。新

たな技術、新たな手法、新たな仕組みの提案に際しては、資材の現地調達や地域環境に配慮した施

工・設置方法を検討し、地域内再投資力の強化が可能な方法を採用することにより、外部経済環境の

変化に強い地域経済の構築に努める。 

 

四．地域貢献活動の展開 

官公需適格組合は、中小企業団体としての特徴を生かし、中小企業振興基本条例、公契約条例の

制定、防災協定の締結や各種地域主催行事への参加に加え、より俯瞰的な視点に立ち、地域経済・社

会全体の発展を目指す。 

 

五．官公需適格組合及び協議会の機能強化と都道府県団体と連携 

官公需適格組合は、地域の中小企業が集まり設立されている。いわば「地域の専門家集団」である。

組合そのものと協議会の地域経済分析・情報収集能力を強化し、地域経済活性化の重要な担い手と

なることを目指す。 

そして、全国的な組織である全国官公需適格組合協議会の機能を発揮し、地域横断型の課題に対

して全国に存在する官公需適格組合協議会や他組合、異業種団体との連携を深める。 

 

平成 26年 6月 27日 

全国官公需適格組合協議会 


